
平成29年度 一般会計歳出

種目番号
委託担当

建築防災課 担当者 古川

設　計　書
1 　委　　託　　名 平成２９年度耐震トータルサポート事業業務委託

2 　履　行　場　所

3 　履　行　期　間 ■期間 契約締結日から平成30年３月16日まで

　又　は　期　限 □期限

4 　契　約　区　分 □確定契約 ■概算契約

5 なし

6  現　場　説　明 ■　不要

□　要 （　　月　　日　　時　　分、場所　　　　　　）

7  委　託　概　要 沿道建築物のうち、耐震化を必要とする建物の所有者等に対して、

建築士や弁護士等の専門家による相談支援を行うほか、当該業務に

係る窓口及び取りまとめ業務等を行う。

横浜市建築局 Ｐ　　1　　　　

　　第　１０　款　１　項　１　目　１３　節

受付番号
連絡先

 その他特約事項

神奈川県及び東京都全域
（当該区域外での履行が必要な場合は、市と受託者との協議による）



8 　前金払

□する （　　　回以内）

■しない

9 　部分払

□する （　　　回以内）

■しない

部分払の基準

業務内容 履行予定月 数量 単位 単価 金額

＊　単価及び金額は、消費税等相当額を含まない金額。

＊　概算数量の場合は、数量及び金額を（　　）で囲む。

委託代金額 \

内訳 \

消費税等相当額 \

横浜市建築局 Ｐ　　２　　　　



委託内訳書

平成２９年度耐震トータルサポート事業業務委託

窓口・取りまとめ業務 1 - 式 -
直接経費
諸経費を含む

耐震サポーター派遣業務 (215) - 件 -
直接経費
諸経費を含む

補強案作成業務 (30) - 件 -
直接経費
諸経費を含む

建替え案作成業務 (60) - 件 -
直接経費
諸経費を含む

建築士派遣業務 (30) - 件 -
直接経費
諸経費を含む

キャッシュフロー作成業務 (20) - 件 -
直接経費
諸経費を含む

ファイナンシャルプランナー派遣業務 (40) - 件 -
直接経費
諸経費を含む

弁護士派遣業務 (5) - 件 -
直接経費
諸経費を含む

訪問確認業務 (215) - 件 -
直接経費
諸経費を含む

計 -

業務価格 - 1万円未満切捨て

消費税等相当額 - 0.08

委託代金額 -

※概算数量の場合は、数量及び金額を（　　）で囲む

横浜市建築局 Ｐ　　３　　　

数量 金額(円) 摘要名称 形状寸法等 単位
単価
(円)



委託内訳書

窓口・取りまとめ業務

直接人件費

技師（Ｃ） 人 Ａ

諸経費 Ｂ＝Ａ×1.0

技術経費 C=(A+B)×0.2

特別経費

小計

※概算数量の場合は、数量及び金額を（　　）で囲む

横浜市建築局 Ｐ　　４　　

名称 形状寸法等 数量 単位
単価
(円)

金額(円) 摘要



委 託 仕 様 書 

 

１ 委託件名 

  平成 29 年度耐震トータルサポート事業業務委託 

 

２ 履行期間 

  契約締結の日から平成 30 年３月 16 日まで 

 

３ 履行場所 

  神奈川県及び東京都全域（当該区域外での履行が必要な場合は、市と受託者との協議による） 

 

４ 業務目的 

平成 25 年 11 月に「建築物の耐震化の促進に関する法律（以下、「法」という）」が改正され、本市

は、昭和 56 年５月 31 日以前に建築確認を受けて着工した建築物のうち、「横浜市耐震改修促進計画」

に定めた防災上重要な道路の沿道にある一定高さ以上のもの（以下、「沿道建築物」という）に対し、

平成 28 年 12 月 31 日までに耐震診断を実施し、その結果を市に報告することを義務付けた。 

沿道建築物には、中小企業や個人事業主が所有する建物や区分所有建物が含まれている。耐震化の

実現は建物所有者の意向に左右されるが、これを計画的に進めるためには、改修方法の理解や合意形

成手法等の専門的な知識が必要となる。しかし、建物所有者はそのような知識等が十分ではなく、加

えて高齢化や工事資金の負担等の不安を抱えているため、自主的に耐震化を進めることが困難な場合

が多くみられる。 

  そこで、沿道建築物の建物所有者や管理組合（以下、「所有者等」という）を対象に、本市による

耐震化の働きかけに加えて、建築士や弁護士等の専門家による支援を行うことで、課題の解決を図り、

設計から工事まで計画的に耐震化を促進することを目的とする。 

 

５ 用語の定義 

  本委託における用語の定義は次のとおりとする。 

（1）耐震化  

    建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針（平成 18 年１月 25 日国土交

通省告示第 184 号）別添第２「建築物の耐震改修の指針」に基づき、地震に対して安全な構造

（震度６強から７程度の大規模な地震に対して倒壊し、又は崩壊する危険性が低い）となるよ

うな工事を行うことをいうほか、建替え工事や除却工事を含む。 

  （2）耐震サポーター 

本業務の支援対象となる沿道建築物ごとに配置する専任の者であり、所有者等が抱える課題

等についてヒアリングやアドバイス等を行うほか、必要に応じて弁護士やファイナンシャルプ

ランナー等の専門家と連携し、沿道建築物の耐震化促進に向けて支援を行う。 

（3）専門家 

所有者等からの要望に応じ、耐震サポーターと連携して沿道建築物の耐震化促進に向けた支

援を行う者とする。 

（4）事務局 



   所有者等からの申込の受付窓口となるほか、耐震サポーターや専門家への派遣依頼、各案件

の進捗状況の管理など、事業全体の運営に携わる者をいい、計画的かつ円滑に事業を進めるこ

ととする。 

  （5）耐震化カルテ 

沿道建築物の所有者等の氏名や耐震診断の結果等の建物基本情報、及び本業務による対応履

歴や相談内容等を記録するもので、マニュアルの様式６に定めるものをいう。 

 

６ 業務の対象者 

  沿道建築物のうち、耐震化を必要とする所有者等。なお、原則として神奈川県及び東京都全域に存

するものとするが、当該区域外での履行が必要な場合は、市と受託者との協議による。 

 

７ 業務概要 

所有者等からの求めに応じて次の業務を実施することとし、詳細は業務マニュアルに沿うこととす

る。 

  ・事務局としての窓口の設置 

  ・事業案内等の通知発送及び支援の申込書受付等業務 

  ・耐震化カルテの更新、耐震化案等の提出等 

  ・耐震サポーター派遣調整、耐震化案等の作成依頼等 

  ・耐震サポーター及び専門家による相談支援 

   

   ≪業務イメージ≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 耐震サポーターの訪問回数 

  原則として、当該年度における耐震サポーターの訪問回数は３回までとする。 

 

９ 必要経費 

  本仕様書等に定める業務の履行において必要となる備品、消耗品及び機器の損料等の必要経費は、

本委託による委託料の中に含まれるものとする。 

 

10 責務 

受託者は、委託業務の処理について市又は第三者に損害を与えたときは、受託者の責任をもって賠

償の責任に任ずるものとする。 

・派遣調整 

・耐震化案等の作成依頼 など 

市 事務局 

 

委託 

・耐震化カルテの更新 

・耐震化案等の提出  など 

通知発送 支援申込書受付 派遣日程調整 

相談支援 

所有者等 

耐震サポーター 

専門家 

連携 



11 提出書類 

受託者は、委託業務の着手に際しては着手届を、また、業務完了に際しては完了届及び報告書等を

作成し、各１部を市長あてに提出するものとする。 

 

12 再委託の禁止及び再委託時の措置  

受託者は、市の指示又は承諾があるときを除き、本契約に基づく業務は自ら取り扱うものとし、第

三者に再委託してはならない。  

再委託に関する市の指示又は承諾がある場合においては、本契約に基づく業務を遂行する能力を有

しない者に再委託することがないよう、受託者において必要な措置を講ずるものとする。 

 

13 個人情報の取扱い 

受託者は、本事業の実施にあたり、別添の個人情報取扱特記事項を遵守し、適切な管理のもとに業

務を進めていかなければならない。 

 

14 成果品の納入 

(1) 本業務の成果品は次のとおりとし、紙及び電子データにて提出すること。 

・耐震化カルテ（様式６） 

・対象建物ごとの耐震化案等作成シート（様式７） 

・キャッシュフロー表（所有者等の依頼に応じて作成した場合） 

(2) 市が当該成果品について確認した結果、適正に作成されていると認められない場合、受託者は市

の承認を得られるまで成果品の修正等を行う。 

(3) 成果品はすべて市の所有とし、受託者は市の承認を得ずに使用又は公表等を行うことはできない。 

(4） 成果品の納入先は、次のとおりとする。 

   横浜市中区相生町３丁目 56 番１号 JN ビル 12 階 横浜市建築局企画部建築防災課 

 

15 その他 

本仕様書に定めのない事項、又は委託業務の履行において疑義が生じた場合は、市と受託者で協議

のうえ定めるものとする。 
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様式６　耐震化カルテ

１．所有者（代表者）情等情報（複数所有者がいる場合は下表を追加） 作成日

更新日

〒

管理組合 管理規約

管理会社

２．建築物基本情報

意匠上 棟 構造上 棟

新築 検査済証 有・無

最新（増築） 検査済証 有・無

No.

所有者氏名
（分譲のみ理事長氏名）

住所

電話番号

管理組合等（分譲のみ）

有・無・一部 有・無・一部不備

有（　　　　　　　　　　　　　）・無

独立行政法人等の所有の有無 有・無

耐震サポーター

市担当者

備考
（担当者、接触時の注意
事項等）

建物名称

棟数

所在地（地番）

道路名

延床面積 　　　　㎡ 補助対象床面積 ㎡

敷地面積 　　　　㎡ 建築面積 ㎡

階数 地上　　階、地下　　階、塔屋　　階

構造種別 　　　　　　　造、一部　　　　　　　造

用途

建築確認等
昭和　　　年　　　月　　　日（　　　　第　　　　　　号）

　　　　　　年　　　月　　　日（　　　　第　　　　　　号）

用途地域

本敷地の容積率 % 本敷地の建蔽率 %

アスベスト含有（鉄骨造のみ） 有・無・未調査

違反
□有（　　　　　　　　　　　　　　　　　是正予定時期：　　　　　　　　　　）
□把握していない

備考



様式６　耐震化カルテ

３．耐震診断の結果 No.

担当者名

４．耐震改修、建替え又は除却の予定

診断実施年月日

耐震診断事務所

連絡先

耐震性（最低値） X方向　最大Is値 Y方向　最大Is値

X方向　最小Is値 Y方向　最小Is値

耐震性
※複数棟の場合

ランク

X方向　最大Is値 Y方向　最大Is値

X方向　最小Is値 Y方向　最小Is値

耐震診断方法等
（図面なしの場合のみ）

図面の復元 平面図・立面図・断面図・構造図

見做し診断の利用 有・無

非構造部材等の状況

高架水槽 有・無（有の場合、補強（要・不要・不明））

コンクリートブロック壁 有・無（有の場合、補強（要・不要・不明））

広告塔・装飾塔 有・無（有の場合、補強（要・不要・不明））

その他（　　　　　　） 有・無（有の場合、補強（要・不要・不明））

コンクリート強度（最低値）

備考

事業の内容 耐震改修・建替え・除却・未定・その他（　　　　　　）

総会の議決（分譲のみ） 有（平成　　　年　　　月　　　日）・無

長期修繕計画（分譲のみ）
有・無
（有の場合、組み換え検討（要・不要））

事業の具体的な内容

着工予定時期 　平成　　年　　月　　日

備考



様式６　耐震化カルテ

５．耐震化に向けた課題 No.

ヒアリング 課題対応

□ 次訪問 次訪問

□ 次訪問 次訪問

□ 次訪問 次訪問

□ 次訪問 次訪問

□ 次訪問 次訪問

□ 次訪問 次訪問

□ 次訪問 次訪問

□ 次訪問 次訪問

□ 次訪問 次訪問

□ 次訪問 次訪問

ヒアリング 課題対応

□ 次訪問 次訪問

□ 次訪問 次訪問

□ 次訪問 次訪問

□ 次訪問 次訪問

６．目標及びスケジュール

年 月

4

5

6

7

8

9

10

11

12

1

2

3

課題事項

どのように耐震化を進めたらよいかがわからない。

耐震改修に必要な金額や工事期間がわからない。

建替えに必要な金額や工事期間がわからない。

耐震化に向けた資金計画の立て方がわからない。

資金の借入れ先が見つからない。

耐震改修又は建替えるための資金が不足している。

関係権利者や賃借人（テナント等）との調整が難航している。

耐震改修により営業や生活に影響が出てしまう。

建替え後の入居者（テナント等）の確保が難しい。

段階的に改修を実施したい。

その他課題事項

平成29年度　耐震化進捗目標

平成29年度　スケジュール

項目

29

30



様式６　耐震化カルテ

７．耐震サポーター訪問経過 No.

訪問

対応者
電話番号

□要 □否 □その他

□要 □否 □その他

□要 □否 □その他

□要 □否 □その他

経　　　過

1

所有者側対応者
（代表者のみ）

訪問場所

訪問日時 　　　年　　　月　　　日　　　　　時　　　分　～　　　時　　　分

以下、確認事項

改修計画案及び概算費用の作成の要否

＜その他の場合は、以下にその内容を記入＞

建替え案及び概算費用の作成の要否

＜その他の場合は、以下にその内容を記入＞

キャッシュフロー作成の要否

＜その他の場合は、以下にその内容を記入＞

権利関係等の課題解決のための弁護士相談の要否

＜その他の場合は、以下にその内容を記入＞

□ 「５．耐震化に向けた課題」のヒアリングを実施

上記内容に相違ない場合、以下に記名及び押印（自署の場合不要）をお願いします。

氏名

以下、事務局確認欄

受理日 確認日

確認者名 印　　　　　　



様式６　耐震化カルテ

No.

訪問

対応者
電話番号

□要 □否 □その他

□要 □否 □その他

経　　　過

2

所有者側対応者
（代表者のみ）

設計者

キャッシュフロー
作成者

弁護士

訪問場所

訪問日時 　　　年　　　月　　　日　　　　　時　　　分　～　　　時　　　分

以下、確認事項

キャッシュフロー作成の要否

＜その他の場合は、以下にその内容を記入＞

権利関係等の課題解決のための弁護士相談の要否

＜その他の場合は、以下にその内容を記入＞

□
改修計画案及び概算費用の説明を実施
（前回訪問で改修計画案及び概算費用作成の要望があった場合のみ）

□
建替え案及び概算費用の説明を実施
（前回訪問で建替え案及び概算費用作成の要望があった場合のみ）

□
キャッシュフロー作成のためのヒアリング等を実施
（前回訪問でキャッシュフロー作成の要望があった場合のみ）

□
弁護士相談を実施
（前回訪問で弁護士相談の要望があった場合のみ）

□ 「５．耐震化に向けた課題」のヒアリングを実施

上記内容に相違ない場合、以下に記名及び押印（自署の場合不要）をお願いします。

氏名

以下、事務局確認欄

受理日 確認日

確認者名 印　　　　　　



様式６　耐震化カルテ

No.

訪問

対応者
電話番号

□要 □否 □その他

□要 □否 □その他

経　　　過

3

所有者側対応者
（代表者のみ）

キャッシュフロー
作成者

弁護士

訪問場所

訪問日時 　　　年　　　月　　　日　　　　　時　　　分　～　　　時　　　分

以下、確認事項

キャッシュフロー作成の要否

＜その他の場合は、以下にその内容を記入＞

権利関係等の課題解決のための弁護士相談の要否

＜その他の場合は、以下にその内容を記入＞

□
キャッシュフローの説明を実施
（前回訪問でキャッシュフロー作成のためのヒアリングを実施した場合のみ）

□
キャッシュフロー作成のためのヒアリング等を実施
（前回訪問でキャッシュフロー作成の要望があった場合のみ）

□
弁護士相談を実施
（前回訪問で弁護士相談の要望があった場合のみ）

□ 「５．耐震化に向けた課題」のヒアリング

確認者名 印　　　　　　

上記内容に相違ない場合、以下に記名及び押印（自署の場合不要）をお願いします。

氏名

以下、事務局確認欄

受理日 確認日



様式７

作成日：

建替え計画の概要

概算費用 （万円）
単価 数量 計

0
0
0
0
0

その他

合計

建築面積

建築物所在地（地名地番）：

新築工事監理費用
新築工事費用

項目

【建築物名称】の建替え案及び概算費用
（耐震トータルサポート事業）

建物用途
延床面積

年　　月　　日

敷地面積
基本情報

建物最高高さ

解体工事費用（工事監理費用等含む）
新築設計費用



耐震化案等作成シート 様式７

作成日：

IS CTU・SD IS CTU・SD IS CTU・SD IS CTU・SD

5
4
3
2
1

耐震改修計画の概要

概算費用 （万円）
項目 単価 数量 計

耐震改修設計 一式 0

耐震改修工事監理 一式 0

耐震改修工事
耐震壁増設工事 0
鉄骨ブレース工事 0
構造スリット工事 0

0
0

0

0

その他

X方向 Y方向

柱炭素繊維補強工事

【建築物名称】の耐震改修案及び概算費用
（耐震トータルサポート事業） 建築物所在地（地名地番）：

階

年　　月　　日

現状 耐震改修後
X方向 Y方向

小計

合計

耐震改修工事に伴うその他工事

耐震改修案イメージ図（平面図等）

耐震改修案イメージ図（立面図等）
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